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図 2.1 従来構造と免震構造の相違 
 
 ここでは，これら 3つの構造について，地震時の橋軸方向の応答値や断面諸元を比較し










 表 2.1 に橋脚断面およびゴム支承の断面諸元について示す．橋脚については，免震構造








図 2.2 対象構造物の概要 
 
  
70m 70m 70m 















表 2.1 各構造における橋脚およびゴム支承断面の寸法 




横方向鉄筋 D19-12組 ctc200 
断面 5000mm×2000mm（71%） 
軸方向鉄筋 D32-49本（68%） 







層厚 21mm×6 層 
断面 1000mm×1000mm（83%） 





層厚 31mm×4 層 
断面 1450mm×1450mm（88%） 
層厚 32mm×4 層（103%） 
    注）・橋脚の断面は，橋軸直角方向×橋軸方向の寸法を表す． 
























(a)橋脚の最大応答回転角 (b)フーチングの最大水平変位 (c)ゴム支承の最大変形量 


















































































































        
      (a)鉛プラグ入り積層ゴム支承       (b)高減衰積層ゴム支承 





























(a)ゴム支承と別途の構造の場合         (b)ゴム支承と一体の構造の場合 
図 2.6 移動制限装置を付加したゴム支承を用いた支承部の例 2) 
 
 
 道路橋では，図 2.5 のようなゴム支承を用いた橋梁を，一般に“免震橋”という場合が










   
 
 





























































表 2.2 要求性能と性能項目・照査指標の例 2),7),8) 
要求性能 性能項目 照査指標の例 考慮する作用 
安全性 
















水 密 性*1 ひび割れ幅，応力度 
騒音・振動*1 騒音レベル，振動レベル 





           *2 疲労破壊の照査で考慮する作用は，変動の特性を考慮して別に定める． 























表 2.3 地震の影響に対する要求性能・性能項目および照査指標の例 7) 











  表 2.3の主な性能項目について，照査の基本的な考え方を以下に示す． 
 (a)破壊に関する安全性：L2地震動に対して構造物全体系が崩壊しない． 





  性能レベル 1：機能は健全で補修をしないで使用可能な状態 

















表 2.4 構造物の復旧性の性能レベルと構造要素の損傷レベル（桁式橋梁）2) 
構造物の復旧性 性能レベル1 性能レベル2 
構造要素の 
損傷レベル 
桁 1 2 
支 承 1 2 
く体（橋脚） 1 3 




















・支 承 部：支承本体，移動制限装置，落橋防止装置および桁座・桁端からなる部位 
































































































表 2.5 水平力分散支承または免震支承を用いた支承部の損傷レベルと 
各装置の設計限界値の例 7) 
支承部の損傷レベル 1 2 3 
支承本体・落橋防止装置 
（ゴム支承） 











注） *1 表中の記号は図 2.10による． 
 *2 移動制限装置（線路直角方向）が確実に破壊して水平力分散構造または免震構造















(a)最大耐力・変形性能の評価が可能な装置  (b)最大耐力・変形性能の評価が不可能 
または困難な装置 










































表 2.6 列車走行性に関わる性能項目と照査指標の例 8) 


















のたわみおよび軌道面における鉛直目違いの限界値の一例を表 2.7に示す．  
     また，桁端等において線路直角方向の水平目違いは生じないことを前提として

























スパン長 Lb (m) 






260 Lb/1200 Lb/1400 
300 Lb/1500 Lb/1700 
360 Lb/1900 Lb/2000 
 
 (b)構造物境界の軌道面における鉛直目違いの設計限界値 
    最高速度(km/h) 単連(mm) 複数連(mm) 
新幹線 
260 2.0 3.0 
300 1.5 2.5 
360 1.0 2.0 
電車・内燃動車 
機関車 
160 3.0 4.0 
             






(mm) 平行移動 折れ込み 
Lb=10m Lb=30m 
水平 
130 7.0 8.0 14 
160 6.0 6.0 12 
210 5.5 3.5 4.0 10 
260 5.0 3.0 3.5 8 
300 4.5 2.5 3.0 7 






















スパン長 Lb (m) 
10 20 30 40 50 60 70 80 90 100以上 
単連 
260 Lb/2200 Lb/1700 Lb/1200 Lb/1000 
300 Lb/2800 Lb/2000 Lb/1700 Lb/1300 Lb/1100 
360 Lb/3500 Lb/3000 Lb/2200 Lb/1800 Lb/1500 
複数連 
260 Lb/2200 Lb/1700 
300 Lb/2800 Lb/2000 
360 Lb/3500 Lb/2800 Lb/2200 
 
(b)構造物境界の軌道面における鉛直目違いの設計限界値 
    最高速度(km/h) 目違い(mm) 
新幹線 

























































































































































表 2.10 ゴム支承を用いた鉄道橋の基本コンセプト 
 線路方向 線路直角方向 鉛直方向 
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      (3-2) 
  ここに，V：鉛直荷重 
Eb：ゴムの体積弾性率 








































 ・全荷重の 1/3 から全荷重の範囲のばね定数であること 
 ・算定式には±25%の誤差があること 
 が記述されている． 
















 図 3.2.2 ゴム支承の圧縮ばね特性 
 
実際に鋼鉄道橋に使用されたゴム支承について，圧縮載荷試験により得られた圧縮ばね
定数の試験値と式(3-1)での計算値の比較を図 3.2.3 に示す 4)．この圧縮ばね定数は，列車
走行性に関係すると考えられる活荷重に相当する変動荷重範囲（死荷重反力～死荷重およ
び活荷重による反力）におけるばね定数である． 















図 3.2.3 ゴム支承の圧縮ばね定数の試験値と設計式の計算値の違い 4) 
 
図 3.2.3 より，ゴム支承の圧縮ばね定数はばらつきが大きく，試験値が上式の設計式の
計算値の 2 倍以上となるケースも多い． 
試験値が，設計式の計算値と異なる理由としては， 
・ゴム支承の圧縮ばね定数は載荷荷重や変動範囲により変化するが，実橋における載荷















































提案式について，試験値／計算値の分布を図 3.2.4 に示す．試験値／計算値の分布は 0.4
～1.8 程度であり，図 3.2.3 と比較して，ばらつきが大幅に小さくなることがわかる．試験





































































３．３．２ 新幹線橋梁の実橋測定 8),9)  
(1)対象橋梁および測定の概要 
 測定した橋梁は，4 径間連続完全合成桁（スパン 30.2＋38.0＋38.0＋30.2m）であり，P3
支点は馬桁が付いた構造で，主桁は 2 主開断面構造である．支承には鉛プラグ入り積層ゴ
ム支承が用いられており，地震時水平力分散構造として設計されている．ゴム支承の主な
諸元を表 3.3.1 に示す．最大反力は端支点（P1，P5 支点）は約 2800kN，中間支点（P2～
P4 支点）は約 6800kN である．また，図 3.3.1 に，ゴム支承の構造の写真を示す． 
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図 3.3.2 に，ゴム支承の鉛直変位の計測箇所を示す．計測は P1～P3 支点について行い，
計測点数は合計 13 点である．下り線の起点方の P1 支点については，角部の 4 箇所（P1-C-3
～P1-C-6）を計測しており，三次元的な挙動も捉えられるようにしている． 
測定は，ほぼ静的な載荷状態と考えられる列車速度 25km/h から最高速度 230km/h まで
行ない，低速時には 1/50(sec)刻み，それ以外は 1/200(sec)刻みで記録した．なお，列車走行
性には，列車が橋梁に進入する側の端支点のゴム支承の鉛直変位による影響が大きいため，




 測定結果の一例として，図 3.3.3(a)に列車速度 25km/h，同図(b)には列車速度 229km/h の
下り線列車通過時の P1 支点下り線側ゴム支承の時刻歴変位波形を示す．図において負側
はゴム支承の圧縮側を示す． 




























 P2 橋脚 
（門型ﾗｰﾒﾝ橋脚） 
P3 橋脚 
























図 3.3.3 P1支点ゴム支承の鉛直変位の時刻歴波形 
 
 図 3.3.4 に下り線列車通過時の P1 支点下り線側ゴム支承の最大鉛直変位量（圧縮側）を
示す．この図より，本橋梁では列車通過時のゴム支承の圧縮変形量は最大 0.25mm 程度で
あり，非常に小さい． 










































図 3.3.4 ゴム支承の鉛直変位の最大値 
 
(3)測定結果の考察 
 計測した鉛直変位には，図 3.3.5 に示すように，以下の 2 つの変位成分が含まれている． 
・通過する列車の鉛直荷重によるゴム支承の圧縮変形による鉛直変位（図 3.3.5 (a)） 






    δv＝δcv＋δrv  (3-5) 
    ここに，δv：ゴム支承の鉛直変位（計測変位） 
        δcv：ゴム支承の圧縮変形による鉛直変位 








図 3.3.5 ゴム支承の鉛直変位の内訳 
 
そこで，ゴム支承自身の圧縮変形による鉛直変位 δcv に着目するため，各鉛直変位の平




































図 3.3.6 ゴム支承の鉛直変位（平均）の最大値 
 
 また，図 3.3.7 には，圧縮変形量について実測値と計算値を比較して示す．本橋梁に用
いたゴム支承は，鉛直載荷試験の結果，式（3-1）により算定される設計値の 1.6 倍程度の
圧縮ばね定数を有している 8)．そこで，計算値として，以下の 2 ケースについて比較した． 
計算値①：設計値の圧縮ばね定数を用いて次式により圧縮変形量を算定 
     δv＝Rd(L+I)／Kvd                          (3-6) 
       ここに，Rd(L+I)：列車荷重（実荷重）および衝撃荷重による支点反力 
Kvd：式（3-1）による計算される設計値の圧縮ばね定数 
計算値②：鉛直載荷試験結果の圧縮ばね定数を用いて次式により圧縮変形量を算定 
      δv＝Rd(L+I)／Kvexp                         (3-7) 

































図 3.3.7 ゴム支承の圧縮変形量の実測値と計算値の比較 
 
３．３．３ 在来線橋梁の実橋測定 10)  
(1)対象橋梁および測定の概要 
 測定した橋梁は，スパン 67.7m の単純桁である．主桁は複線 1 主箱形鋼断面であり，曲
線半径 R=820m の曲線桁構造である．支承には鉛プラグ入り積層ゴム支承が用いられてい


















































F - U - 1
F - U - 2
F - D - 1
F - D - 2
F - D - 3
F - D - 4
M - D - 1








































    (a)上り列車通過時  
 
  (b)下り列車通過時 
図 3.3.9 ゴム支承の圧縮変形による鉛直変位の最大値 
 
３．３．４ 実橋測定のまとめ  
 2 橋のみの測定結果ではあるが，高速域を含めた列車通過時のゴム支承の挙動として，



































































































   （桁：梁要素，支承：ばね要素） 
車両：二次元ばねマスモデル（10 自由度） 
1 車両当たり 1 車体－2 台車－4 車輪軸 





第 1 径間 第 2 径間 第 3 径間 第 4 径間 























Runge-Kutta-Gill 法による数値計算を用い，時間刻みは 1/1000(sec)とした． 
 
(2)列車走行シミュレーション解析の数値計算 16)-19) 










図 3.4.2 ゴム支承を有する単純桁の平面骨組有限要素モデルと座標系 
 
平面骨組 FEM の剛性方程式は， 
    F＝K･δ （3-8） 
と表せる．ここに，F：外力ベクトル，K：剛性マトリックス，δ：変位ベクトルである． 
また，外力ベクトル F および変位ベクトル δ を節点別で表すと以下のようになる． 
      F＝[X1,Y1,M1,X 2,Y2,M2,, ・・・・・・・]
T  
      δ＝[u1, ν1, θ1, u2, ν2, θ2, ・・・・・・・]
T  
ここに， X：x 方向力（線路方向）， Y：y 方向力（鉛直方向），M：回転力（モーメント），



























































(b)縮約剛性マトリックス B の誘導 
 外力は移動荷重（鉛直荷重）のみとすると， 
        X＝0，   M＝0 
となる． 
 また剛性マトリックス K の部分マトリックスに関して 
      W1＝K22              W2＝[K21，K23] 














      Y＝W1 ν＋W2[u， ]
 T
                      （3-9） 
      0＝W4 ν＋W3[u， ]
 T
      （3-10） 
これらの式から 次式が得られる． 
      Y＝B ν（ν
-1
 Y）     （3-11） 
ここに，ν は走行節点の鉛直変位ベクトル，Y は節点に作用する鉛直荷重ベクトルであ
る．また，マトリックス B は，次式で算定される縮約剛性マトリックスである． 
      B＝W1－W2 W3
-1
 W4   （3-12） 
縮約剛性マトリックス B を用いると運動方程式は以下のようになる． 



















      [0，Y] T＝W3 [u，ν]
 T＋W4 θ           （3-14） 
      0＝W2 [u，ν]
 T＋W1θ              （3-15） 
これらの式から 次式が得られる． 
            θ＝W6 [0，Y]
 T
                  （3-16） 
ここに， 








]            （3-17） 
により，式（3-16）は次式で表せる． 
      θ＝W6
R
 Y＝W6







      C＝W6
R
 B                           （3-19） 
とすると，次式のようになる． 
      θ＝C ν                            （3-20） 




節点 i から i＋1 間の連続する鉛直変位を両節点変位および角度で表すと，次式のように
なる． 
    )(xi ＝[1，x，x2，x3]αi  （ui≦x≦ui+1）             （3-21） 
ここに，αiは係数ベクトルであり， 











































    
である． 
節点鉛直変位 ν によって，全長にわたる滑らかなたわみ曲線 Y(x)を表すと次式のように
なる． 





       ＝F1(x) ν＋F2(x) θ＝F1(x) ν＋F2(x) Cν＝G
T
(x) ν       （3-22） 







      Y(x)＝Σfk(t)･φk(x)                         （3-23） 
ここに，fk(t)は k 次モードに対応する時間 t のみの関数（一般座標），φk(x)は k 次モード
の x のみの固有関数（振動モード形）である． 
たわみの離散モード表現は，次式のようになる． 
       ＝Σfk (t) ･φk                          （3-24） 
ここに，φkは固有ベクトルであり， 
      φk(x)＝G
T




















G(x)･GT(x) dx ･φl               （3-26） 
から，φkの直交性の成立条件は， 
      
l
0




           y(t)= ys(t)＋∑(fdk (t)‐fsk (t))･φk(x)                          （3-28） 
ここに，ys(t)は車両の進行とともに変化する静的たわみベクトル，fdk (t)，fsk (t)は k 次モ
ードに対応する動的および静的変位である．これらを用いると，桁の運動方程式は次式の
ようになる． 




           （3-29） 




   （3-30） 
ここに，ζk：桁の k 次減衰定数 
    Csek：支承部の等価減衰定数 
    mek：等価質量で，次式で表される． 





 (x) dx                             （3-31） 
    Yd：動的節点荷重ベクトル 
Ys：静的節点荷重ベクトル 
動的節点荷重ベクトル Yd および静的節点荷重ベクトル Ys は，次式で表される．これら
は，車輪軸配置に対応する動的移動荷重列 Pdkwおよび静的移動荷重列 Pskwが一定速度で走
行する場合を想定したものである． 
 Yd＝ΣGk(xiw)･Pdkw                                               （ 3-32） 
   Ys＝ΣGk(xiw)･Pskw                                                （ 3-33） 
ここに，Gk(xiw)：離散たわみから連続たわみに変換するマトリックスで，式（3-22）に
より算定される． 
1  when k＝l  






iwx ： wi 軸の位置を示す x 座標で，速度 v および車輪軸配置 iwS を用いて次式で
表せる． 
       iwx t iwS                            （3-34）  
 Pdkw：動的移動荷重列で，車輪軸 iw軸の動的輪重 Pdiwの荷重列 
Pskw：静的移動荷重列で，車輪軸 iw軸の静的輪重 Psiwの荷重列 
車輪軸 iw軸の動的輪重 Pdiwは，次式により算定される． 
    siwRiwiwRzRiwiwRZdiw PzzczzkP                      （3-35） 









 func  RP,,,                         （ 3-37） 
ここに， Z：次式で表される車両の状態量ベクトル 
],,,,[  TTwZ
T                    （3-38） 





















答値を用いて，以下の 2 点に着目して，それぞれ満足しているか否かについて行う． 
(a)走行安全性の評価…車輪の輪重減少率の最大値が 0.281（A 限度値）以下 
(b)乗り心地の評価…旧国鉄乗り心地基準 23)の乗り心地係数 1.5以下かつ車体の上下振動加
速度の最大値が 0.2g以下（図 3.4.3） 
ここで，輪重減少率とは，静的輪重に対する輪重抜けの割合で，次式で算定される． 
   WD＝(Ps－Pdt)／Ps 
   ここに， WD：輪重減少率 
 Ps：静的輪重 





米国の Janeway が提案した自動車用の乗り心地基準を参考に，国鉄が 1963 年に独自の実験
結果を加味して定めたものである 23)．乗り心地係数 1.5 以下は，“乗り心地は良い”と判断
できるレベルである． 
例えば，列車速度 V＝260km/h（＝72.2m/sec），スパン L＝50m について乗り心地係数 1.5
を満足できる上下振動加速度の限度値を求めると，卓越振動数は f＝V/L＝1.44（Hz）とな
るため，図 3.4.3より，乗り心地係数 1.5を満足できる振動加速度の限度値は 0.2(g)となる． 
 
   
 
 図 3.4.3 旧国鉄の乗り心地係数（Janewayの乗り心地係数）20) 
 
  











































 1.0 以下 乗り心地は非常に良い． 
 1.0～1.5 乗り心地は良い． 
 1.5～2.0 乗り心地は普通． 
 2.0～3.0 乗り心地は悪い． 






















































（i）列車速度 25km/h   
 
（ii）列車速度 229km/h 
 (b)桁の鉛直たわみ（第一径間 P1支点から 10.7m下り線側） 
























































































































































めに，以下の 4 つの振動数を計算して比較する． 
 ・ゴム支承による固有振動数：fb 










                           （3-39） 










f                               （3-40） 
ここに，V：列車速度，Lv：車両長（＝25m） 







f                               （3-41） 
ここに，V：列車速度，Lb：第一径間スパン（＝30.2m） 
    これは，一径間を車輪軸が一定速度で通過する際に加振される振動数に相当する． 
既往の知見より，桁の固有振動数が，列車通過による加振振動数 fvvあるいは fvbに一致
するときに，列車通過時の動的な応答が大きくなることが知られている例えば 24)． 
 上記の 4 つの振動数の比較を図 3.5.3 に示す．図 3.5.3(a)はゴム支承の圧縮ばね定数，同
図(b)は列車速度で整理している． 
図 3.5.3(a)より，ゴム支承の固有振動数は，圧縮ばね定数が設計値の場合には 26Hz，設
計値の 0.05 倍という非常に小さいばね定数でも 6Hz であり，桁の固有振動数や列車の加振
振動数の 2～3Hz 程度と比較して非常に大きい．このことから，列車通過時にゴム支承が
共振する可能性はほとんどないことがわかる． 
































































































































































































 上記の 4 つの振動数の比較をゴム支承のばね定数で整理して図 3.5.6 に示す． 
図 3.5.6 より，ゴム支承の固有振動数は，ばね定数が設計値の場合には 43Hz，設計値の
0.05 倍という非常に小さいばね定数でも 9Hz であり，桁の固有振動数や列車の加振振動数
の 1～1.5Hz 程度と比較して非常に大きい．このことから，本橋梁においても，列車通過時
にゴム支承が共振する可能性はほとんどないことがわかる． 






図 3.5.6 構造物の固有振動数と列車通過による加振振動数の比較 
 











































































































や鋼トラス橋等）27 橋について実施した． 内訳は，在来線が 11 橋，新幹線が 16 橋であ
る．在来線の構造形式は，連続トラス 6 橋（支間 68m～193m），単純鋼・合成桁が 2 橋（支
間 40～68m），連続合成桁が 3 橋（支間 32～71m）である．また，新幹線は，すべて連続
合成桁（鉄骨鉄筋コンクリート桁も含む）（支間 18～110m）で，2 径間連続桁 2 橋，4 径間
連続桁 4 橋，残りが 3 径間連続桁である．これらは，ゴム支承が適用される標準的な形式・
支間であると考えられる． 
なお，列車形式は，当該橋梁を走行する列車形式，または詳細が不明な場合には，従来
からたわみの検討において用いられる 103 系電車（在来線）あるいは 200 系（新幹線）を
用いた 1)．列車の速度は，当該線区の設計速度とした． 















































































 (b) 端支点の鉛直変位と車輪軸の輪重減少率 
図 3.5.11 橋梁の端支点の鉛直変位と車両の応答の関係（新幹線） 
  
そこで，車輪軸の輪重減少率がA限度値である0.281となる端支点の鉛直変位を求める．
解析で輪重減少率の最大値を設定することは困難なため，図 3.5.10 および図 3.5.11 より端
支点の鉛直変位と輪重減少率の最大値との関係は A 限度値付近ではほぼ線形とみなせる
ため，その前後の応答値を用いて線形補間によって求めることとした．橋梁の支間（第一
径間）と輪重減少率が 0.281 となるときの端支点の鉛直変位の関係を図 3.5.12 に示す． 




重減少率に余裕が生じたためと考えられる．また，図には鉛直変位 1mm に 1 点鎖線を入













































 以上より，設計では，表 2.7(b)および表 2.9(b)の設計限界値以下とすることが基本であ

























 ３．６ 列車走行性の照査法の提案 




表 3.6.1 ゴム支承を適用した鉄道橋の列車通過時の走行性評価 
状態 想定される荷重 設計の考え方 
常時 活荷重（列車荷重，衝
撃荷重等） 
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数は，実験供試体の重量相当である 150kN の時のものである． 
 ・振動台テーブル（3 次元 6 自由度）5.0m×3.0m 
・最大変位 x 方向：±300mm，y方向：±250mm，z 方向：±200mm 
 ・入力最大加速度 x,y,z 方向：1.0G 
 ・加振周波数 20Hz 以下 
 
(2)試験体の概要 
 実験供試体は，橋梁端部と橋台部を模した構造とした．概要図として，図 4.2.1 に供試
体全体の写真を，また図 4.2.2 に供試体の分解図を示す． 
(a)橋台部 
橋台部は，長さ 1.0m×幅 3.0m×高さ 0.55m の剛な鋼製構造とし，振動台テーブルに固
定した． 
(b)橋梁部 









軌道構造は，新幹線の実大バラスト軌道を想定し，60kg レールおよび PC まくらぎを用



































図 4.2.2 実験供試体の分解図 
 
 (3)試験体のケース 
 本実験では，振動台テーブル上に実験供試体を，図 4.2.3 に示すように，順次組み上げ
た段階で加振を行い，スライド板の摩擦の影響，バラストの動的特性，レールおよびまく
らぎ等による軌道の拘束力の影響などについて着目できるようにした．表 4.2.1 に各 Step
の条件と実験ケースの一覧を示す．軌きょうを全て上載した Step 4 では，まくらぎの締結




震波は，主として G1 地盤用の L1 地震動，L2 地震動スペクトルⅠおよびスペクトルⅡの
地震波を用いた．入力地震波形の例として，G1 地盤用の L2 地震動スペクトルⅠおよびス
ペクトルⅡの波形を図 4.2.4 に示す．なお，スペクトルⅠは海溝型，スペクトルⅡは直下
型の地震動を想定した波形である． 
































図 4.2.3 各 Stepの実験供試体 
 
表 4.2.1 実験ケース一覧 
Step 実験供試体条件 
入力地震動 




Step 1 橋台部と橋梁部 L,C L,C － 
Step 2 Step 1 にスライド板設置 L,C L,C － 




まくらぎ 3 本締結 L L,C L,C 
まくらぎ 4 本締結 L L L,C 
まくらぎ 5 本締結 L L L,C 
まくらぎ 6 本締結 L,C L,C L,C 









図 4.2.4 入力地震波の例 































































 L1 地震動（max137gal）加振時は，バラストを上載した Step 3,4 では橋台部と橋梁部が
一体として挙動し，バラスト軌道には変化が認められない．また，L2 地震動スペクトルⅠ
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 Step 4[R{ ]i max155.7mmj


















用力と，橋梁部と橋台部の相対変位の関係を図 4.2.9～4.2.11 に示す．図 4.2.9, 4.2.10 は
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ゴム支承の復元力特性は，文献 23),24)を基に設定したが，Step 1 の再現解析の結果より
実験結果に合うように若干変更した．解析に用いた骨格曲線は，初期剛性 232kN/m，二次
剛性 34.3kN/m，折れ点耐力は 13.0kN とした．また，スライド板と鋼製スラブの摩擦を表
すばね要素の非線形特性は，鋼材間の摩擦係数として一般的に用いられている摩擦係数
0.25 を基に算定した摩擦力を折れ点耐力とする完全バイリニアモデルとした． 





















































































図 4.2.13 解析結果と実験結果の比較 
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図4.3.2  試験体の概要 
 
60kg レール 



















図4.3.3  試験体の状況 
 
 












入力変位 最大変位(mm) 周波数(Hz) 
正弦波 
10, 20 
0.5, 1.0, 1.5 
周波数スイープ 0.5～2.0（漸増） 





























  (a)No.1           (b)No.2 
 
 (c)No.3          (d)No.4 
図4.3.5  各レール締結装置の荷重（摩擦力）と変位の関係 
 


























Rail - rail fastening relative displ. (cm)
























Rail - rail fastening relative displ. (cm)

























Rail - rail fastening relative displ. (cm)


































(b) レール締結装置 No.1～No.4の摩擦力の合計 

























 表 4.3.2 には，表 4.3.1 に示したすべての実験ケースについて，(a)で述べた手法に従っ
て同定した No.1～No.4 の締結装置摩擦力を示す． これらの値は，表 4.3.1 に示した各試
験について，同一条件で 3 回行った試験結果に対してそれぞれ同定を行い，その平均値を




































とったものである．また，表中の Fall とは，4 個の締結装置が発揮する総摩擦力，すなわ
ち図 4.3.6(b)に示した荷重を同定したものであり，Fall/4 はこの Fall を 4 で割った 1 締結装
置あたりの平均摩擦力を示す．また，図 4.3.7 には，表 4.3.2 に示す締結装置 No.1～No.4
の摩擦力を，最大変位 10mm および 20mm の場合に分けて図示している． 
 













No.1 No.2 No.3 No.4
1 0.5Hz 5.83 4.21 6.40 5.09 5.38 21.54 5.38
2 1Hz 6.22 4.93 6.37 5.98 5.88 23.51 5.88
3 1.5Hz 6.34 4.73 6.59 5.82 5.87 23.48 5.87
4 スイープ 0.5-2.0Hz 6.07 4.83 6.11 5.30 5.58 22.31 5.58
5 0.5Hz 6.62 4.91 6.71 5.30 5.89 23.54 5.89
6 1Hz 5.71 3.74 6.46 5.63 5.39 21.55 5.39
7 1.5Hz 5.96 5.11 6.54 5.66 5.82 23.27 5.82
8 スイープ 0.5-2.0Hz 6.24 4.35 6.19 5.64 5.60 22.41 5.60
6.12 4.68 6.37 5.55 5.68 22.71 5.68
6.13 4.53 6.47 5.56 5.67 22.69 5.67
6.13 4.60 6.42 5.55 5.68 22.70 5.68





















図4.3.7  各レール締結装置の摩擦力の推定値 



























 No1-1cm  No1-2cm
 No2-1cm  No2-2cm
 No3-1cm  No3-2cm



























































 □ No.1（10mm） □ No.1（20mm） 
○ No.2（10mm） ○ No.2（20mm） 
△ No.3（10mm） △ No.3（20mm） 





 □ Max. 10mm 

































り，レールと締結装置間の最大変位 20mm，振動周波数が 0.5～2.0Hz 程度の場合において
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変位 
ax. 10m  































































          (a)側面図                 (b)平面図 

























No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 
5.0m 
3.5m 1.0m 






































一方，L2 地震動スペクトルⅠ（図 4.3.13 (a)）の最大加速度を 250gal に縮小した地震動
や L2 地震動スペクトルⅡ（図 4.3.13 (b)）の最大加速度を 500gal に縮小した地震動で加振
した場合には，橋台部上の 4 箇所すべてのレール締結装置に滑りがみられた． 
図4.3.14に，L2地震動スペクトルⅡの最大加速度を500galに縮小した地震動で加振した
 
(a)L2地震動スペクトルⅠ（G1地盤用）   (b)L2地震動スペクトルⅡ（G1地盤用） 
図4.3.13  入力地震波形の一例 



















































































また，図 4.3.15 に，図 4.3.14 と同じ L2 地震動スペクトルⅡの最大加速度を 500gal に縮
小した地震動の加振における，橋梁部とそれ上のレールの相対変位および橋台部とそれ上
のレールの相対変位について時刻歴波形を示す．北側と南側のレール（図 4.3.11 および図
4.3.12 参照）は同一に挙動していたため，図 4.3.15 は北側のレールについて示している．
図 4.3.15 より，橋台部においてレールとの相対変位は 50mm 程度生じているが，橋梁部で
はレールとの相対変位はほとんど生じていない．すなわち，橋台部ではレールとレール締
結装置間にすべりが生じているが，橋梁部ではすべりはほとんど生じていない．また，図






















































































Fi＝EAΔε                        (4-5) 
 
図4.3.17  橋台部のレール締結装置の作用力（2締結分）と変位の関係 















































図 4.3.19 において，橋台部上のレール締結装置 No.1,2 は，すべる挙動を示しており，す
べりが発生するときの摩擦力は 1 締結あたり 4～7kN である．橋台部との境界から離れた
No.3～No.6 は，すべりは生じておらず，橋台部から離れるほど摩擦力の変動も小さくなっ
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※数値：B橋の支間長(A橋の支間長)   
図5.2.1  対象構造の概要（3径間連続合成桁（隣接構造物：盛土）） 
210(100)m 















































































桁式橋梁 G2 - G2 - 
高架橋 G2 - G2 - 
ゴム支承 
桁式橋梁 G2 - G2 - 




G2,G3,G4 G2 G2,G3,G4 G2 






桁式橋梁 G2 - G2 - 
高架橋 G2 - G2 - 
ゴム支承 
桁式橋梁 G2 - G2 - 




G2 G2 G2 - 





















                                 
                                
                                      
 
 
図5.2.2  構造物および軌道の解析モデルの例 
（隣接構造上の軌道の影響をモデル化する場合（B橋 隣接構造物：桁式橋梁）） 
 
           
 (a)橋脚（中間橋脚）の非線形特性    (b)ゴム支承の非線形特性（L2地震動時） 











































端支点 端支点 中間支点 中間支点 




















































(a)地震動波形         (b)応答スペクトル（減衰h＝0.05） 















































   
















































fr/f0＝0.04 adL ＋1.0（ただし，Lad≦50m）  (5-2) 
   
 (a)固有振動数（隣接構造（盛土））    (b)軌道の影響がない場合に対する比 
                        （ゴム支承を用いた橋梁） 



































































       
(a)端支点上の桁の応答水平変位  (b)端橋脚基部の曲げモーメント・回転角関係 
 
(c)ゴム支承の荷重・変位関係 
図5.2.7  軌道の影響の有無による時刻歴応答の比較の一例 
（A橋梁，ゴム支承を用いた橋梁，隣接：桁式橋梁） 
        
(a)桁と軌道の相対変位の時刻歴応答波形   (b)軌道のばね要素の荷重・変位関係 
              （隣接構造物上） 






































































































(a)端部の橋台               (b)中間橋脚 
図5.2.9  軌道の影響の有無による橋脚の最大部材角の比較（隣接：盛土） 
 




















































(a)端支点               (b)中間支点 













     
図5.2.11  軌道の影響の有無による    図5.2.12  軌道の影響の有無による 
       桁の最大水平変位量の比較        レール最大軸力の比較 

































































































































図5.2.13  軌道の影響の有無による橋脚  図5.2.14  軌道の影響の有無によるゴム 
の最大部材角の比較          支承の最大変形量の比較 











   Fr＝Fr0･Lad                                               (5-4) 
   ここで，Fr0は軌道のモデル化の上限値（複線軌道分），Ladは隣接区間の軌道の影
響長さである． 
 Fis：軌道をモデル化していない場合の端支点のゴム支承の水平力（2支承分） 



































































       (a)橋脚の最大応答部材角     (b)ゴム支承の最大応答変形と桁の最大応答変位 
図5.2.15  Fr／Fisと軌道のモデル化による応答値の変化の相関 
 
     (a)橋脚の最大応答部材角     (b)ゴム支承の最大応答変形と桁の最大応答変位 
図5.2.16  fr／f0と軌道のモデル化による応答値の変化の相関 
 
 
(a)橋脚の最大応答部材角     (b)ゴム支承の最大応答変形と桁の最大応答変位 










































































































































 ・端橋脚：θr/θis＝1.0  (5-5) 































































































※数値：B橋の支間長(A橋の支間長)   
図5.3.1  対象構造の概要（3径間連続合成桁（隣接構造物：盛土）） 
210(100)m 







































































桁式橋梁 G2 - - G2 - 
高架橋 G2 - - G2 - 
ゴム支承 
桁式橋梁 G2 - - G2 - 




G2,G3,G4 G2 G2 G2,G3,G4 G2 






桁式橋梁 G2 - - G2 - 
高架橋 G2 - - G2 - 
ゴム支承 
桁式橋梁 G2 - - G2 - 




G2 G2 G2 G2 - 






























でと考え，本解析では実際に想定される5m, 12.5m, 25m, 50mの4ケースを設定した．これら
の長さの設定の根拠はバラスト軌道と同様であるが，直結軌道の方が剛性が高くその影響
が顕著に表れることが想定されるため，12.5mよりさらに短い5mについても設定した． 
                                
                                 
                              
 










端支点 端支点 中間支点 中間支点 




























































































      
(a)固有振動数（隣接構造物（盛土））     (b)軌道の影響がない場合に対する比 
（ゴム支承を用いた橋梁） 






























































       
(a)端支点上の桁の応答水平変位  (b)端橋脚基部の曲げモーメント・回転角関係 
 
(c)ゴム支承の荷重・変位関係 
図5.3.5  軌道の影響の有無による時刻歴応答の比較の一例 
（A橋梁，ゴム支承を用いた橋梁，隣接：桁式橋梁） 
        
(a)桁と軌道の相対変位の時刻歴応答波形   (b)軌道のばね要素の荷重・変位関係 
              （隣接構造物上） 















































































































(a)端部の橋台            (b)中間橋脚 
































































(a)端支点              (b)中間支点 
図5.3.8  軌道の影響の有無によるゴム支承の最大せん断変形量の比較（隣接：盛土） 
       
























































































     Fmax≒2.2 Fr0･Lad～3.0 Fr0･Lad                    (5-11) 
       

















































    
図5.3.11  軌道の影響の有無による橋脚の最大部材角の比較（隣接構造形式の違いに着目） 
  
図5.3.12  軌道の影響の有無によるゴム支承の最大変形量の比較（隣接構造形式の違いに着目） 










































































       (a)橋脚の最大応答部材角     (b)ゴム支承の最大応答変形と桁の最大応答変位 
図5.3.13  Fr／Fisと軌道のモデル化による応答値の変化の相関 
 
     (a)橋脚の最大応答部材角     (b)ゴム支承の最大応答変形と桁の最大応答変位 
図5.3.14  fr／f0と軌道のモデル化による応答値の変化の相関 
 
(a)橋脚の最大応答部材角     (b)ゴム支承の最大応答変形と桁の最大応答変位 










































































































































 ・端橋脚：θr/θis＝-0.2(Fr/Fis) ＋1.1  (5-12) 















































































































































































































































① 最大荷重 P1＝新幹線：18 kN/m/1 軌道，在来線：8 kN/m/1 軌道 








































① 最大荷重 P1＝10 kN/m/1 軌道 
















































































を，L2 地震動に対しては損傷レベル 2 を満足することを確認する．基礎の安定レベルにつ
いても，L1 地震動に対しては安定レベル 1 を，L2 地震動に対しては安定レベル 2 を満足
することを確認する． 
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寸法    5.0×3.0m 
最大上載荷重    150kN 
有効ストローク  x軸（長手）  ±300mm 
  y軸（短辺）  ±250mm 
  z軸（鉛直）  ±200mm 
最大加振加速度  x,y,z  ±1.0G 






の設置状況を写真6.3.1 に，桁を上載した状況を写真6.3.2 にそれぞれ示す． 







写真6.3.1  桁設置前の配置状況      写真6.3.2 桁設置後の試験体概要 
表6.3.2 ゴム支承の特性値（1基あたり） 
剛性  127kN/m 
せん断弾性率  490kN/m2 
ゴム厚  10mm×19層＝190mm 




























  曲げ半径 負剛性（4基計） 
デバイスA  827mm -120.9kN/m 
デバイスB  497mm -201.2kN/m 






JR 鷹取駅観測波（以下，JR 鷹取EW) の2 種類の実地震加速度について，これらをスペク
トル調整した波形を用いた．これらの入力地震動の5% 減衰下における絶対加速度応答ス













































































4 基設置した負剛性摩擦ダンパーの挙動については，図6.3.6(a)に，Kobe EW 入力の場
合についてダンパー4 基分の計測荷重を合計した総荷重と桁の相対変位応答の履歴を示す．


























(a)入力波：Kobe EW          (b)入力波：JR鷹取EW 



































































また，sgn( x )は次式で表される関数である． 
1.0 （ x＞0） 
 sgn( x )＝   0 （ x＝0）                         (6-2) 

















































































表6.4.1  構造物の条件 
ケース
名 














M2 20000 4000 200 


































































































































 総解析ケース数は，表6.4.2のパラメータの組み合わせで，計2880ケースである．  
表6.4.2  解析パラメータ 
パラメータ パラメータのケースおよび数値の設定 ケース数 
構造物の質量 M1 と M2（表 6.4.1 参照） 2 ケース 
下部構造の非線形
特性 
等価固有周期 T（sec） 0.2～1.3（sec）を 0.1 刻みで設定 12 ケース 











(a)時刻歴加速度波形           (b)加速度応答スペクトル 
 
 

































































 μ＝δmax／δy                                                 (6-4) 
 
 
(a)ゴム支承           (b)負剛性摩擦ダンパー   (c) ゴム支承＋負剛性摩擦ダンパー 
 
 
図 6.4.7 支承部の時刻歴応答の一例 
（M2，地震波：L2 地震動スペクトルⅡ，Khy=0.4，α=-0.3） 
 




















































































(c)M2 入力波：L2地震動スペクトルⅡ    (d)M2 入力波：JR鷹取 












































































































































 添え字isはゴム支承のみの場合の最大応答値を表す．  
図6.4.9より，ゴム支承のみの場合より，負剛性摩擦ダンパーも用いることで応答値がど











































































































(a)M1 下部構造塑性率 μ/μis       (b)M1 支承のせん断ひずみ γ/γis 





負剛性係数 α 負剛性係数 α 




























(a)下部構造塑性率               (b)支承のせん断ひずみ 























































































図 6.4.12 負剛性係数αによる耐震性能評価指標 Iave. 
（入力波： L2 地震動スペクトルⅡ） 
























































































   
下部構造塑性率の照査値          ゴム支承せん断ひずみの照査値 
(a)M1 入力波：L2地震動スペクトルⅡ 
   
下部構造塑性率の照査値      ゴム支承せん断ひずみの照査値 
(b) M1 入力波：JR鷹取 
   
下部構造塑性率の照査値      ゴム支承せん断ひずみの照査値 
(c)M2 入力波：L2地震動スペクトルⅡ 
   
下部構造塑性率の照査値      ゴム支承せん断ひずみの照査値 
(d) M2 入力波：JR鷹取 
 






































































































































下部構造塑性率の照査値          ゴム支承せん断ひずみの照査値 
(a)M1 入力波：L2地震動スペクトルⅡ 
   
下部構造塑性率の照査値      ゴム支承せん断ひずみの照査値 
(b) M1 入力波：JR鷹取 
   
下部構造塑性率の照査値      ゴム支承せん断ひずみの照査値 
(c)M2 入力波：L2地震動スペクトルⅡ 
   
下部構造塑性率の照査値      ゴム支承せん断ひずみの照査値 
(d) M2 入力波：JR鷹取 
 
















































































































































































ケース 支承条件 備考 
































図6.5.1  対象構造物 
70m 70m 70m
12m
























(b)  検討ケース 
検討ケースを表6.5.2に示す．  
Case1 は，FM構造で無補強の状態での既設構造物の耐震性能を評価した． 

















































Case3 （無補強） RC巻き立て 基礎拡幅 補強後の構造物の耐震性能Ⅱ 
Case4 （無補強） （無補強） 基礎拡幅 補強後の構造物の耐震性能Ⅲ 
注）・Case1の既設構造物の諸元は以下の通り． 
橋脚：断面寸法5000mm（橋軸）×2700mm（橋軸直角） 
軸方向鉄筋 D32-242本（SD345），帯鉄筋 D16-4組ctc150,D16-2組ctc150（SD390） 
フーチング：断面寸法9500mm（橋軸）×9500mm（橋軸直角） 
  ・ゴム支承：鉛プラグ入り積層ゴム支承，（無補強）：Case1の構造に対して無補強 
・Case3の補強は，RC巻き立てを全周250mm厚，フーチングを全周1000mm拡幅した． 
  ・Case4の補強は，フーチングを全周500mm拡幅した． 
 
(a)橋軸方向               (b)橋軸直角方向 











































































































(a)FM構造          (b)提案構造      
図6.5.5  入力地震動の大きさと車輪上昇量 
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